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建物を借りる際には抵当権にご注意を！
今月のテーマ
　この“ズバッと法談”は、弁護士今井慶貴の独

断に基づきズバッと法律関連の話をするコラムで

す。気楽に楽しんでいただければ幸いです。

　今回のテーマは、建物を借りる際には抵当権に

ご注意を！です。

その１．競売になった場合の賃借人の運命は？ 
　皆さんは、賃借している建物が競売された場合

に、賃借権がどうなるかご存じでしょうか？実は

意外と知られていないようです。

　この点、借地借家法31条は、「建物の賃貸借は、

その登記がなくても、建物の引渡しがあったとき

は、その後その建物について物権を取得した者に

対し、その効力を生ずる。」と定めています。

　つまり、賃借権に基づく引渡しと物権（所有権

や抵当権）の取得の先後関係によって、賃貸借契

約が買受人に承継されるかどうかが決まります。

　まず、建物に抵当権が設定されていない場合で

すが、競売開始前からの賃借人は、そのまま賃貸

借契約が買受人に承継されます。

　次に、建物に抵当権が設定されている場合はど

うでしょうか。抵当権も物権の一種であり、その

設定登記と賃借人の引渡しの先後によって結論が

変わってきます。抵当権の設定前からの賃借人は、

そのまま賃貸借契約が買受人に承継されます。

　しかし、抵当権の設定後の賃借人は抵当権に負

けるため、競売により所有者が変わることで賃貸

借契約は終了することになります。そうすると、買

受人との間で新たに賃貸借契約を締結できない限

り、自分に何の落ち度もないのに、建物を明け渡

さなければならなくなります。

その２．賃借人は救われないのか？
　民法は、競売手続の開始前から使用又は収益を

する者については、買受けの時から６か月間は明

渡しを猶予することで、賃借人の保護を図ってい

ます。とはいえ、あくまで明渡しの猶予であって

買受人との間で賃貸借契約はありませんので、買

受人に修繕を求める権利はありません。他方で、賃

料ではないものの、賃料に相当する建物使用の対

価を支払わなければなりません。

　そして、買受人に賃貸借契約が承継されないこ

とから、賃貸人に預けていた敷金については、買

受人に返還を求めることができません。あくまで、

賃貸人であった前の所有者に対して返還を求める

ことになりますが、競売をかけられるくらいなの

で資力がない可能性が高いでしょう。ことによる

と買受人との新たな賃貸借契約の締結に際して再

度の敷金の差入れを求められかねません。もちろ

ん、抵当権の設定イコール競売ではありませんが、

結構なリスクであることは間違いありません。

　最後に一言。宅建業者は、媒介時の重要事項説

明にあたっては、登記事項の内容を賃借人に説明

する義務がありますので、漫然とスルーしないよ

うにしてください。また、宅建業者を介さない場

合は自分で登記情報をとって確認しましょう。

　賃借人は、賃貸物件の抵当権に注意すべし！


